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岩見沢市における女性職員の活躍の推進に関する

特定事業主行動計画（R3～R7） 

 

 

令和 ３年 ３月３１日 

岩 見 沢 市 長 

岩 見 沢 市 議 会 議 長 

岩見沢市選挙管理委員会 

岩見沢市代表監査委員 

岩見沢市農業委員会 

岩見沢市教育委員会 

岩見沢地区消防事務組合 

 

１．はじめに  

女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、豊かで活力ある社会を実現

することを目的として、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年

法律第６４号。以下「法」という。）が平成２７年９月４日に公布され、令和元年１２

月２７日に、法の一部が改正されました。 

 

「女性の活躍」とは、一人一人の女性が、個性と能力を十分に発揮できることであ

り、特に公務部門での女性の活躍は、市の政策方針決定過程への女性の参画拡大という

重要な意義を有するものであります。 

女性職員の登用の拡大は、女性の活躍の一側面を測るものでありますが、女性の活躍

は、それにとどまるものではなく、全ての女性職員が、どの役職段階においても、その

個性と能力を十分に発揮できることを目指して推進する必要があります。また、多様な

人材を活かすことは、公務部門に対するニーズのきめ細かい把握や新しい発想を生み出

すことなどを通じて、政策の質と公務部門におけるサービスを向上させることから、女

性の採用・登用の拡大や仕事と生活の調和の推進に積極的に取り組む必要があります。 

 

岩見沢市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下「本計

画」という。）は、法第１５条に基づき、岩見沢市長、岩見沢市議会議長、岩見沢市選

挙管理委員会、岩見沢市代表監査委員、岩見沢市農業委員会、岩見沢市教育委員会、岩

見沢地区消防事務組合（岩見沢市派遣職員に限る）が策定する特定事業主行動計画で

す。 
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２．計画期間  

本計画の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間とします。 

 

３．岩見沢市における現状分析  

法第１５条第３項及び「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特

定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令及び女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律施行規則の一部を改正する内閣府令」（令和元年内閣府令第５１号。以下「内

閣府令」という。）第２条に基づき、市長部局、執行機関（議会事務局、選挙管理委員

会事務局、監査委員事務局、農業委員会事務局、教育委員会事務局）及び消防事務組合

において、女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情に

ついて分析を行いました。 

なお、状況把握にあたっては、内閣府令第２条第２項により、職種、任用・勤務形態

等の違いによる「職員のまとまり」ごとに把握すべきとされている項目については、そ

れぞれの数値を掲載しております。 

 

（１） 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（令和２年４月１日現在） 

区 分 岩見沢市全体 

部・次･課長級 ９．４％ 

 

（２） 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（令和２年４月１日現在） 

区 分 岩見沢市全体 

部・次長級 ８．１％ 

課長級 １０．１％ 

係長級 ３０．６％ 

 

（３） 職員に占める女性職員の割合（令和２年４月１日現在） 

※「職員のまとまり」ごとに把握すべき項目 

区 分 
市長部局＋執行機関 

消防事務組合 
＜市役所＞ ＜市立病院＞ 

割 合 ２７．４％ ７４．５％ ０．７％ 
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（４） 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（令和元年実績） 

※「職員のまとまり」ごとに把握すべき項目 

 

区 分 
市長部局＋執行機関 

消防事務組合 
＜市役所＞ ＜市立病院＞ 

男 

性 

率 ２２．２％ １６．７％ ６．３％ 

期間 ３６１日 ３０日 ３１日 

女 

性 

率 １００．０％ １００．０％ － 

期間 ５３５．７日 ３９３．４日 － 

 

（５） 男性職員の配偶者出産休暇取得率及び平均取得日数（令和元年実績） 

 

区 分 岩見沢市全体 

率 ７４．２％ 

日 数 ２．４日 

 

（６） 年次休暇等の取得率及び平均取得日数（令和元年実績） 

※「職員のまとまり」ごとに把握すべき項目 

 

区 分 
市長部局＋執行機関 

消防事務組合 
＜市役所＞ ＜市立病院＞ 

割 合 ３９．９％ ４３．２％ ４７．３％ 

日 数 ８．０日 ８．６日 ９．５日 
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４．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標及び目標を達成するための取組内容  

３．における状況把握及び課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のと

おり目標を設定し、さらに、その達成に向けた取組を実施します。 

なお、この目標は、最も大きな課題に対応するものから順に掲げています。 

※（参考数値）は、国が令和２年１２月２５日に閣議決定した第５次男女共同参画基

本計画に掲げる地方公務員が目標とすべき数値です。 

 

 

（１） 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

区 分 
市全体の現状 市全体の目標 

（R2.4.1） （R7） 

部・次･課長級 ９．４％ １９％ 

 

 

（２） 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

区 分 
市全体の現状 市全体の目標 （参考数値） 

（R2.4.1） （R7） （R7） 

部・次長級 ８．１％ １４％ １４％ 

課長級 １０．１％ ２２％ ２２％ 

係長級 ３０．６％ ４０％ ４０％ 

＜取組内容＞ 

・引き続き、女性職員を対象とする研修や派遣研修（自治大学校、市町村アカデミ

ー等）の受講を積極的に奨励する。 

・引き続き、係長級・課長級の各役職段階における人材プールの確保を念頭に置い

た人材育成を行う。 
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（３） 職員に占める女性職員の割合 

区 分 

消防事務組合

の現状 

消防事務組合

の目標 
（参考数値） 

（R2.4.1） （R7） （R8） 

割 合 ０．７％ ５％ ５％ 

＜取組内容＞ 

・引き続き職員採用試験の情報の提供を行う。 

 

 

（４） 男性職員の育児休業取得率 

区 

分 

市長部局＋執行機関 
消防 

事務 

組合 

市長部局＋

執行機関及

び消防事務

組合の目標 

参考 

数値 市役所 ＜市立病院＞ 

（R1実績） （R1実績） （R1実績） （R7） （R7） 

割 

合 
２２．２％ １６．７％ ６．３％ ３０％ ３０％ 

 

 

（５） 男性職員の配偶者出産休暇取得率 

区 分 
市全体の現状 市全体の目標 （参考数値） 

(R1実績) （R7） （R7） 

割 合 ７４．２％ ８０％ ８０％ 

＜取組内容＞ 

・引き続き、各種両立支援制度に関する情報をまとめたハンドブックを庁内掲示

板への掲示や配布等により周知する。 
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（６） 年次休暇等の取得率及び平均取得日数 

区 

分 

市長部局＋執行機関 
消防 

事務 

組合 

市長部局＋

執行機関及

び消防事務

組合の目標 

参考 

数値 ＜市役所＞ ＜市立病院＞ 

（R1実績） （R1実績） （R1実績） （R7） （R7） 

割

合 
３９．９％ ４３．２％ ４７．３％ ７０％ ７０％ 

日

数 
８．０日 ８．６日 ９．５日 １４日 １４日 

＜取組内容＞ 

・引き続き、ワークライフバランスの推進に資するような効率的な業務運営や良

好な職場づくり、時間当たりの生産性を重視するために、人事評価制度を活用す

る。 

・引き続き、全職員に対し、年次有給休暇の取得推進の啓発を行う。 


